
2019年度生活衛生関係営業振興指針の改正について

〇 本指針は、生活衛生関係営業の進行を計画的に推進して、公衆衛生の向上及び利用者の利益の増進に資するこ
とを目的に策定されている。

〇 本指針は、生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第56条の2第1項の規定に基づき、厚生科学
審議会の意見を聴いて厚生労働大臣が設定する。

〇 現在、生活衛生関係16業種、13の指針が策定されている。
＊1）16業種：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ,すし,理容業,美容業,めん類,旅館業,食肉販売業,一般飲食業,中華料理業,料理業,社交業､喫茶店営業,食鳥肉販売,興行場営業,浴場

業,氷雪販売業

＊2）13の指針：ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ,飲食店営業(すし),理容業,美容業,飲食店営業(めん類),旅館業,食肉販売業,飲食店営業（一般飲食業,中華料理業,料理業,社交業）
及び喫茶店営業,食鳥肉販売,興行場営業,浴場業,氷雪販売業

（改正の方針）
〇 第30回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会（平成30年10月31日）の「振興指針改正時期の見直し」及び
「振興指針の見直し方針」に基づき、振興指針の改正を整理。
〇 本年度指針改正の対象は、興行場営業、旅館業、浴場業、飲食店営業（めん類）の4指針。

（主な改正項目）
〇 前回の改正から以下の項目について修正・追加を加え、他業種の振興指針と内容を整合。
第三 振興の目的に関する事項
→ 省エネルギーへの対応、訪日・在留外国人への配慮、受動喫煙防止対策への対応、メニュー表示等の食品
表示に関する対応（旅館業、飲食店営業（めん類） のみ）について、追記。

第四 振興の目的を達成するために必要な事項 [振興計画事項]
→ 経営課題に即した相談支援に関する事項を新たに追加（平成29年度改正～）
→ 食品関連情報の提供や行政施策の推進に関する事項（旅館業、飲食店営業（めん類） のみ）について、追記。

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項 [振興計画事項]
→ 食育、食の安全への関心の高まり及び健康志向等への対応（ （旅館業、飲食店営業（めん類） のみ））につい
て追記。また、浴場業の指針案に「浴育」への対応を記述。

→ 災害関連について、「東日本大震災への対応」から「災害への対応と節電行動の徹底」へ記述内容を変更
→ 新たに、「最低賃金の引き上げに向けた対応」（平成28年度改正～）及び「働き方・休み方改革に向けた対応」
（平成30年度改正～）を追加

振興指針の目的

2019年度振興指針の改正について
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○振興指針の見直し方針 （第32回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会資料（H31.1.11）より）
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振興指針の主な改正内容（案）①

第一 興行場営業を取り巻く状況
・Ｈ30年のスクリーン数は3,561(Ｈ20年比202増)だが、興行場施設数はＨ29年度末で1,475施設(Ｈ19年度比▲286施設減)となっている。
・Ｈ29年1世帯当たりの入場料支出は6,447円(H19年度比204円増)で、Ｈ30年の入場者数は169,210千人（Ｈ20年比8,719千人増）となっている。
・経営上の問題点としては、①人件費の上昇、②人手不足・求人難、③施設・設備の老朽化、④光熱費の上昇など。
・今後の経営方針としては、①接客サービスの充実、②広告・宣伝等の強化、③飲食メニューの工夫、④新しい映像技術の導入が上位に挙げられている。

第二 前期の振興計画の実施状況 （略）

第三 興行場営業の振興の目標に関する事項
① 「衛生問題への対応」として、一時的に不特定多数の者が長時間密閉空間にいる特殊な営業形態を認識し、新型インフルエンザ等の感染症への対応や関係
機関との連携強化に加え、食品衛生法改正に伴いＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた営業者による衛生管理の実施、などを追記。

② 「高齢者、障害者及び子育て世帯等への配慮」として、シニア層向けサービス、地域密着の強みを活かしたきめ細やかな商品やサービスの提供、障害者差別
解消法に基づく障害者の合理的配慮やバリアフリーの取組みを追記。

③ 「省エネルギーへの対応」として、ＬＥＤ照明装置やエネルギー効率の高い空調設備の導入促進などを追記。

④ 「訪日・在留外国人の配慮」として、増加し続ける訪日外国旅行者や在留外国人に対応する外国語表記の充実やキャッシュレス決済の導入等を追記。
⑤ 「受動喫煙防止への対応」として、健康増進法及び労働安全衛生法に基づき、「望まない受動喫煙」が生じないよう、受動喫煙による国民や労働者の健康への
悪影響等の記載、多数の者が利用する施設の管理者が受動喫煙防止に必要な措置を講じることを追加し、受動喫煙防止を促進。

⑥ 「税制及び融資の支援措置」として、日本政策金融公庫による融資内容(振興事業促進支援制度、生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付)を紹介。
⑦ 「関係者（国、都道府県等、都道府県指導センター及び日本公庫）に期待される役割」として、各種申請、研修会、融資相談などの機会を捉えた組合未加入者に
対する情報提供や制度の活性化等を記述。

第四 興行場営業の振興の目標を達成するために必要な事項
① 「営業者の取組み」として、環境衛生水準の維持に加え、新型インフルエンザ等への対応、店舗のコンセプト及び経営戦略の明確化、省エネルギー対応、生産
性向上等を図るためのセミナー等への各種制度の活用、などを追記。
② 「営業者に対する支援」として、経営改善に役立つ手引きや好事例集等の活用、生産性向上等を図るセミナーの組合員参加促進、ＩＣＴの活用に係るサポート、
創業や事業承継における助言・相談、経営特別相談員による経営指導の周知等を追記。

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項
営業者の社会的責任として、衛生水準の確保と経営の安定の他、以下の項目を拡充。

① 「少子高齢化社会等への対応」として、高齢者、障害者、妊産婦や子ども連れ等に配慮した店舗づくりや子育て世帯・共稼ぎ世帯が働きやすい職場環境の整備。
② 「禁煙等に関する対策」として、店舗内の禁煙や喫煙専用室等の設置や従業員に対する受動喫煙防止対策等を記述。
③ 新たに「災害への対応と節電行動の徹底」として、災害対応能力の維持向上、地域の防災訓練の参加や自店舗での防災訓練の実施、被災者支援及びコミュニ
ティの復元、節電啓発への取組みなどを記述。
④ 新たに「最低賃金の引き上げを踏まえた対応」として、営業者の役割として、最低賃金の遵守や業務改善助成金等の制度の活用等、営業者への支援として、
最低賃金の理解と周知、助成金の利用促進、セミナー等の開催と参加促進などを記述。
⑤ 新たに「働き方・休み方改革に向けた対応」として、営業者の役割として、従業員に対する長時間労働の是正や年次有給休暇の取得、雇用形態に関わらない
待遇改善、職場のハラスメント対策、営業者への支援として、相談窓口や研修会等の紹介、働き方・休み方改革を促進するための振興事業貸付等の活用等を
記述。
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振興指針の主な改正内容（案）②

第一 旅館業を取り巻く状況
・旅館は、Ｈ29年度施設数38,622軒(Ｈ25年度比▲4,741軒減)・客室数735,271室(Ｈ25年度比▲46,929室減)と減少する一方、ホテルはＨ29年度10,402軒
(Ｈ25年度比593軒) ・客室数907,500室(Ｈ25年度比80,289室増)に増加となっている。
・Ｈ30年1世帯当たりの宿泊料支出は23,927円(前年比670円増)、国内パック旅行費は28,726円(前年比▲2,315円減)と減少する一方、外国人宿泊者はH30年で
約9,428万人と前年度比18.3%増となっている。
・今後の経営方針としては、 ①接客サービスの充実、②広告・宣伝等の強化、③施設・設備の改装価格が上位に挙げられている。

第二 前期の振興計画の実施状況 （略）

第三 旅館業の振興の目標に関する事項
① 「衛生問題への対応」として、食中毒等食品衛生への対応、食品衛生法改正に伴いＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた営業者による衛生管理の確実な実施、
レジオネラ症の防止、感染症の流行対策、不当表示への対応等について、引き続き実施。

② 「高齢者、障害者及び子育て世帯等への配慮」として、シニア層向けサービス、地域密着の強みを活かしたきめ細やかな商品やサービスの提供、障害者差別
解消法に基づく障害者の合理的配慮やバリアフリーの取組みを追記。

③ 「省エネルギーへの対応」として、ＬＥＤ照明装置やエネルギー効率の高い空調設備の導入促進などを追記。
④ 「訪日・在留外国人の配慮」として、増加し続ける訪日外国旅行者や在留外国人に対応する外国語表記の充実や外国人とのコミュニケーション能力の向上、
キャッシュレス決済の導入、宗教・風習に配慮した食事・サービスの提供等を追記。

⑤ 「受動喫煙防止への対応」として、健康増進法及び労働安全衛生法に基づき、「望まない受動喫煙」が生じないよう、受動喫煙による国民や労働者の健康への
悪影響等の記載、多数の者が利用する施設の管理者が受動喫煙防止に必要な措置を講じることを追加し、受動喫煙防止を促進。

⑥ 「税制及び融資の支援措置」として、日本政策金融公庫による融資内容(振興事業促進支援制度、生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付)を紹介。
⑦ 「関係者（国、都道府県等、都道府県指導センター及び日本公庫）に期待される役割」として、各種申請、研修会、融資相談などの機会を捉えた組合未加入者に
対する情報提供や制度の活性化等を記述。
⑧ その他、食事メニュー等の適正な表示、インターネットを活用した広報や予約、シルバースター登録制度の推進について、引き続き取組む。

第四 旅館業の振興の目標を達成するために必要な事項
① 「営業者の取組み」として、食中毒等食品衛生やレジオネラ症の防止等衛生管理の徹底、店舗のコンセプト及び経営戦略の明確化、省エネルギー対応、生産性
向上等を図るためのセミナー等への各種制度の活用、などを追記。

② 「営業者に対する支援」として、経営改善に役立つ手引きや好事例集等の活用、生産性向上等を図るセミナーの組合員参加促進、ＩＣＴの活用に係るサポート、
創業や事業承継における助言・相談、経営特別相談員による経営指導の周知等を追記。

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項
営業者の社会的責任として、衛生水準の確保と経営の安定の他、以下の項目を拡充。

① 「少子高齢化社会等への対応」として、高齢者、障害者、妊産婦や子ども連れ等に配慮した店舗づくりや子育て世帯・共稼ぎ世帯が働きやすい職場環境の整備。
② 「禁煙等に関する対策」として、店舗内の禁煙や喫煙専用室等の設置や従業員に対する受動喫煙防止対策、飲酒運転根絶やアルコール健康障害等不適切飲
酒への取組みを記述。

③ 新たに「災害への対応と節電行動の徹底」として、災害対応能力の維持向上、地域の防災訓練の実施、被災者支援及びコミュニティの復元、災害時に備えた非
常用電源の整備、節電啓発への取組みなどを記述。

④ 新たに「最低賃金の引き上げを踏まえた対応」として、営業者の役割として、最低賃金の遵守や業務改善助成金等の制度の活用等、営業者への支援として、
最低賃金の理解と周知、助成金の利用促進、セミナー等の開催と参加促進などを記述。
⑤ 新たに「働き方・休み方改革に向けた対応」として、営業者の役割として、従業員に対する長時間労働の是正や年次有給休暇の取得、雇用形態に関わらない
待遇改善、職場のハラスメント対策、営業者への支援として、相談窓口や研修会等の紹介、働き方・休み方改革を促進するための振興事業貸付等の活用等を
記述。

旅館業
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振興指針の主な改正内容（案）③

第一 浴場業を取り巻く状況
・Ｈ29年度の公衆浴場数25,121施設(Ｈ25年度比▲1,459施設減)、うちH29年度の一般浴場（銭湯）数は3,729施設(▲813施設減）Ｈ25年度比813）となっている。
・Ｈ30年1世帯当たりの温泉・入浴料支出は1,795円(前年比▲184円減)となっている。
・経営上の問題点としては、①客数の減少、②施設・設備の老朽化、③燃料費の上昇など。
・今後の経営方針としては、①接客サービスの充実、②施設・整備の改装、③集客のためのイベント実施、が上位に挙げられている。

第二 前期の振興計画の実施状況 （略）

第三 浴場業の振興の目標に関する事項
① 「衛生問題への対応」として、一時的に不特定多数の者が密閉空間にいる特殊な営業形態を認識し、新型インフルエンザ等の感染症への対応の他、、特に

レジオネラの防止について、引き続き実施する。
② 「高齢者、障害者及び子育て世帯等への配慮」として、シニア層向けサービス、地域密着の強みを活かしたきめ細やかな商品やサービスの提供、障害者差別
解消法に基づく障害者の合理的配慮やバリアフリー、人工肛門等身体障害の方への配慮を記述。

③ 「訪日・在留外国人の配慮」として、増加し続ける訪日外国旅行者や在留外国人に対応する外国語表記の充実等を追記。
④ 「受動喫煙防止への対応」として、健康増進法及び労働安全衛生法に基づき、「望まない受動喫煙」が生じないよう、受動喫煙による国民や労働者の健康への
悪影響等の記載、多数の者が利用する施設の管理者が受動喫煙防止に必要な措置を講じることを追加し、受動喫煙防止を促進。

⑤ 「税制及び融資の支援措置」として、日本政策金融公庫による融資内容(振興事業促進支援制度、生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付)を紹介。
⑥ 「関係者（国、都道府県等、都道府県指導センター及び日本公庫）に期待される役割」として、各種申請、研修会、融資相談などの機会を捉えた組合未加入者に
対する情報提供や制度の活性化等を記述。

第四 浴場業の振興の目標を達成するために必要な事項
① 「営業者の取組み」として、入浴設備の衛生管理の徹底、店舗のコンセプト及び経営戦略の明確化、経営手法・熟練技術の効率的な伝承、省エネルギー対応、
生産性向上等を図るためのセミナー等への各種制度の活用、などを追記。
② 「営業者に対する支援」として、経営改善に役立つ手引きや好事例集等の活用、生産性向上等を図るセミナーの組合員参加促進、ＩＣＴの活用に係るサポート、
創業や事業承継における助言・相談、経営特別相談員による経営指導の周知等を追記。

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項
営業者の社会的責任として、衛生水準の確保と経営の安定の他、以下の項目を拡充。
① 「浴育」を推進するため、健康づくりの一環として入浴を推進するとともに、民間の取り組みと連携して、入浴マナー・安全な入浴の普及に取組む。
② 「少子高齢化社会等への対応」として、高齢者、障害者、妊産婦や子ども連れ等に配慮した店舗づくりや子育て世帯・共稼ぎ世帯が働きやすい職場環境の
整備。

③ 「禁煙等に関する対策」として、店舗内の禁煙や喫煙専用室等の設置や従業員に対する受動喫煙防止対策等を記述
④ 新たに「災害への対応と節電行動の徹底」として、災害対応能力の維持向上、地域の防災訓練の参加や自店舗での防災訓練の実施、被災者支援及び
コミュニティの復元、節電啓発への取組みなどを記述。

⑤ 新たに「最低賃金の引き上げを踏まえた対応」として、営業者の役割として、最低賃金の遵守や業務改善助成金等の制度の活用等、営業者への支援として、
最低賃金の理解と周知、助成金の利用促進、セミナー等の開催と参加促進などを記述。
⑥ 新たに「働き方・休み方改革に向けた対応」として、営業者の役割として、従業員に対する長時間労働の是正や年次有給休暇の取得、雇用形態に関わらない
待遇改善、職場のハラスメント対策、営業者への支援として、相談窓口や研修会等の紹介、働き方・休み方改革を促進するための振興事業貸付等の活用等を
記述。

浴場業
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振興指針の主な改正内容（案）④

第一 めん類飲食店営業を取り巻く状況
・Ｈ28年の事業所数29,137事業所(Ｈ24年比2,732所減)、従業員数202,629人(Ｈ24年比15,533人減)、売上高802,857百万円(Ｈ24年比199,928百万円増)となっている。
・Ｈ30年1世帯当たりの一般外食支出は161,488円(前年比2,798円増)、うちそば・うどん店は6,164円(148円増)となっている。
・経営上の問題としては、①材料費の上昇、②客数の減、③施設・設備の老朽化、④人手不足･求人難など。
・今後の経営方針としては、①食事メニューの工夫、②価格の見直し、③接客サービスの充実が上位に挙げられている。

第二 前期の振興計画の実施状況 （略）

第三 めん類飲食店営業の振興の目標に関する事項
① 「衛生問題への対応」として、食品衛生法改正に伴いＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた営業者による衛生管理の確実な実施を追記。
② 「高齢者、障害者及び子育て世帯等への配慮」として、「買い物弱者」層に対して地域密着の強みを活かしたきめ細やかな商品やサービスの提供、障害者差別
解消法に基づく障害者の合理的配慮やバリアーフリーの取組みを追記。

③ 「訪日・在留外国人の配慮」として、増加し続ける訪日外国旅行者や在留外国人向けにキャッシュレス決済の導入、宗教・風習に配慮した食事・サービスの提供
や店作りの工夫等を追記。

④ 「受動喫煙防止への対応」として、健康増進法及び労働安全衛生法に基づき、「望まない受動喫煙」が生じないよう、受動喫煙による国民や労働者の健康への
悪影響等の記載、多数の者が利用する施設の管理者が受動喫煙防止に必要な措置を講じることを追加し、受動喫煙防止を促進。

⑤ 「税制及び融資の支援措置」として、日本政策金融公庫による融資内容(振興事業促進支援制度、生活衛生関係営業経営改善資金特別貸付)を紹介。
⑥ 「関係者（国、都道府県等、都道府県指導センター及び日本公庫）に期待される役割」として、各種申請、研修会、融資相談などの機会を捉えた組合未加入
者に対する情報提供や制度の活性化等を記述。

第四 めん類飲食店営業の振興の目標を達成するために必要な事項
① 「営業者の取組み」として、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の徹底、店舗のコンセプト及び経営戦略の明確化、経営手法・熟練技術の効率的な伝承、省エネルギー
対応、生産性向上等を図るためのセミナー等への各種制度の活用、などを追記。

② 「営業者に対する支援」として、経営改善に役立つ手引きや好事例集等の活用、生産性向上等を図るセミナーの組合員参加促進、ＩＣＴの活用に係るサポート、
創業や事業承継における助言・相談、経営特別相談員による経営指導の周知等を追記

第五 営業の振興に際し配慮すべき事項
営業者の社会的責任として、衛生水準の確保と経営の安定の他、以下の項目を拡充。
① 「少子高齢化社会等への対応」として、高齢者、障害者、妊産婦や子ども連れ等に配慮した店舗づくりや子育て世帯・共稼ぎ世帯が働きやすい職場環境の
整備。
② 「禁煙等に関する対策」として、店舗内の禁煙や喫煙専用室等の設置や従業員に対する受動喫煙防止対策、飲酒運転根絶やアルコール健康障害等不適切
飲酒への取組みを記述。
③ 新たに「災害への対応と節電行動の徹底」として、災害対応能力の維持向上、地域の防災訓練の参加、被災者支援及びコミュニティの復元、節電啓発への
取組みなどを記述。
④ 新たに「最低賃金の引き上げを踏まえた対応」として、営業者の役割として、最低賃金の遵守や業務改善助成金等の制度の活用等、営業者への支援として、
最低賃金の理解と周知、助成金の利用促進、セミナー等の開催と参加促進などを記述。
⑤ 新たに「働き方・休み方改革に向けた対応」として、営業者の役割として、従業員に対する長時間労働の是正や年次有給休暇の取得、雇用形態に関わらない
待遇改善、職場のハラスメント対策、営業者への支援として、相談窓口や研修会等の紹介、働き方・休み方改革を促進するための振興事業貸付等の活用等を
記述。

飲食店営業（めん類）
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元年11月27日 第33回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会
・振興指針改正（興行場営業、旅館業）を調査審議

12月10日 第34回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会
・振興指針改正（浴場業、飲食店営業（めん類））を調査審議

2年1月8日（予定） 第35回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会
・第33回及び第34回分科会の審議を踏まえ、全体を調査審議

1月中旬～２月上旬 分科会での了解を経た上で、告示改正に向けた準備
2月中旬 2019年度振興指針改正案（興行場営業、旅館業、浴場業、飲食店営業

（めん類） ）を告示

年度内スケジュール（予定）

クリーニング業

美容業

理容業

飲食店営業
(すし店)

2018年度

飲食店営業
(一般飲食)（すし店）
(中華) （めん類）
(料理) （社交業）
喫茶店営業

2021～2022年度

氷雪販売業

食肉販売業

2020年度

食鳥肉販売業

旅館業

浴場業

飲食店営業
(めん類)

2019年度

興行場営業

クリーニング業

美容業

理容業

2023年度

旅館業

浴場業

2024年度

興行場営業

今後の改正スケジュール（第32回厚生科学審議会生活衛生適正化分科会資料（H31.1.11）より）
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【関係法令】
◎生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２年法律第１６４号）（抄）
（振興指針）
第５６条の２ 厚生労働大臣は、業種を指定して、当該業種に係る営業の振興に必要な事項に関する指針

（以下「振興指針」という。）を定めることができる。
２ 振興指針には、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 目標年度における衛生施設の水準、役務の内容又は商品の品質、経営内容その他の振興の目標及び役
務又は商品の供給の見通しに関する事項
二 施設の整備、技術の開発、経営管理の近代化、事業の共同化、役務又は商品の提供方法の改善、従事者
の技能の改善向上、取引関係の改善その他の振興の目標の達成に必要な事項
三 従業員の福祉の向上、環境の保全その他の振興に際し配慮すべき事項
３ 振興指針は、公衆衛生の向上及び増進を図り、あわせて利用者又は消費者の利益に資するものでなければ
ならない。

（審議会等）
第５８条
２ 厚生労働大臣は、第９条第１、第５５条若しくは第５７条の１２第１項の認可に関する処分、第９条第４項の基準
の設定、第１１条第１項（第５６条及び前条において準用する場合を含む。）若しくは第５７条第１項の規定による
命令、第１１条第１項若しくは第二項（これらを第五十六条及び前条において準用する場合を含む。）の規定に
よる認可の取消し、第５６条の２第１項の規定による振興指針の設定又は第５６条の６第１項の規定による料金
若しくは販売価格に係る勧告をしようとするときは、厚生科学審議会に諮問しなければならない。

◎厚生科学審議会令（平成１２年政令第２８３号）
（分科会）
第５条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の所掌事務の

うち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。
[生活衛生適正化分科会]
１ 生活衛生関係営業に関する重要事項を調査審議すること。
２ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２年法律第１６４号）の規定により審議
会の権限に属させられた事項を処理すること。


